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■ 指定給水装置工事事業者の指定 

 

１ 指定の基準（法第２５条の３第１項及び法施行規則第２０条関連） 

（１）事業所ごとに、給水装置工事主任技術者として選任されることとなる者を

置く者であること。 

（２）次に掲げる機械器具を有する者であること。 

① 金切りのこその他の管の切断用の機械器具 

② やすり、パイプねじ切り器その他の管の加工用の機械器具  

③ トーチランプ、パイプレンチその他の接合用の機械器具   

④ 水圧テストポンプ                   

（３）次のいずれにも該当しない者であること。(以下、法第２５条の３第１項第

３号イ～へを抜粋) 

イ 心身の故障により給水装置工事の事業を適正に行うことができない者と

して厚生労働省令で定めるもの 

ロ 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

ハ この法律に違反して、刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受

けることがなくなった日から２年を経過しない者 

ニ 法第２５条の１１第１項の規定により指定を取り消され、その取消しの

日から２年を経過しない者 

ホ その業務に関し不正又は不誠実な行為をするおそれがあると認めるに足

りる相当の理由がある者 

ヘ 法人であって、その役員のうちにイからホまでのいずれかに該当する者

があるもの 

 

２ 厚生労働省が推奨する情報の確認事項について 

（１） 指定給水装置工事事業者の業務内容 

①  営業時間等(休業日、営業日、営業時間、修繕対応時間) 

②  漏水等修繕対応の可否（屋内給水装置の修繕、埋設部の修繕、その他） 

③ 対応工事等（「配水管からの分岐～水道メーター」及び「水道メーター～  

宅内給水装置」の施行の有無） 

 

３ 申請手数料（指定）について 

（１）申請手数料（千葉県水道事業給水条例第３０条第１項 別表第２） １万円 

① 千葉県水道事業収入証紙を指定給水装置工事事業者指定申請書（法施行規

則様式第１（以下「指定申請書」という。））に貼付してください。 

 

４  申請書類について（法第２５条の２、法施行規則第１８条及び第１９条関連） 

（１）提出書類      

① 指定申請書（別表「機械器具調書」を含む。）に次に掲げる書類を添えて  

提出してください。    
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 イ 法第２５条の３第１項第３号イからへ（上記１（３）イからへ）までの

いずれにも該当しない者であることを誓約する書類（法施行規則様式 

第２（以下「誓約書」という。）） 

 ロ 法人にあっては定款又は寄附行為及び登記簿の謄本、個人にあってはそ

の住民票の写し 

ハ 事業所ごとに給水装置工事主任技術者として選任されることとなる者の 

給水装置工事主任技術者免状（以下「免状」という。）の写し 

② 確認事項（新規）（様式第２０号）を提出してください。 

  また、事業所ごとに業務内容が異なる場合は、別表（様式第２０号関係）も

提出してください。 

（２）その他注意事項 

① 指定申請書の住所及び給水区域で給水装置工事の事業を行う事業所の所在

地の欄は、郵便番号から記入してください。 

② 指定申請書の余白に、住所及び給水区域で給水装置工事の事業を行う事業

所の電話番号及びＦＡＸ番号を記入してください。  

  

５ 申請の受付について                          

（１）申請は、各水道事務所総務課において、原則として開庁日の午前９時から 

午後５時まで受け付けています。（郵送やＦＡＸ、メール等での受け付けは 

原則実施していません。） 

 

６ 標準処理期間 

（１）申請から指定までの標準処理期間は、４０日（営業日）間です。 

（２）上記の期間には、次の期間は含まれませんので注意してください。  

① 申請に不備がある場合に、その補正に要する指導期間等 

② 申請者が申請の内容を変更するのに要した日数 

③ 申請者が他の手続を必要とする場合、その手続に要する日数         

  

７ 指定書の交付及び指定後の公示 

（１）指定された方には、千葉県企業局水道部給水課から指定給水装置工事事業

者指定書（千葉県企業局指定給水装置工事事業者規程（以下「規程」という。）

別記第１号様式（以下「指定書」という。））を交付し、指定後の遵守事項等 

についての事務説明を行います。（規程第２条第１項） 

（２）指定後遅滞なく当局ウェブサイトへの掲載等により公示します。（規程第４

条第１項） 

 

８ 担当水道事務所 

  当局が３年に１回開催する指定事業者研修の会場割り振りなどに使用します。 

（１）給水区域内の指定給水装置工事事業者 

⇒指定事業者所在地を所管する水道事務所 

（２）給水区域外の指定給水装置工事事業者 

⇒指定の申請書を提出した水道事務所 
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■ 指定給水装置工事事業者の指定の更新    
 
１ 更新の基準（法第２５条の２第１項及び法施行規則第２０条関連） 

 （1 指定の基準(P.1)と同じ） 

（１）事業所ごとに、給水装置工事主任技術者として選任されることとなる者を 

置く者であること。 

（２）次に掲げる機械器具を有する者であること。 

① 金切りのこその他の管の切断用の機械器具 

② やすり、パイプねじ切り器その他の管の加工用の機械器具  

③ トーチランプ、パイプレンチその他の接合用の機械器具   

④ 水圧テストポンプ                    

（３）次のいずれにも該当しない者であること。(以下、法第２５条の３第１項第

３号イ～へを抜粋) 

イ 心身の故障により給水装置工事の事業を適正に行うことができない者と

して厚生労働省令で定めるもの 

ロ 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

ハ この法律に違反して、刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受

けることがなくなった日から２年を経過しない者 

ニ 法第２５条の１１第１項の規定により指定を取り消され、その取消し 

の日から２年を経過しない者 

ホ その業務に関し不正又は不誠実な行為をするおそれがあると認めるに足

りる相当の理由がある者 

ヘ 法人であって、その役員のうちにイからホまでのいずれかに該当する者

があるもの  
 

２ 厚生労働省が推奨する情報の確認事項について 

（１）指定給水装置工事事業者研修の受講実績（過去５年以内） 

① 当局が実施している指定給水装置工事事業者研修の受講実績 

（２）指定給水装置工事事業者の業務内容 

①  営業時間等(休業日、営業日、営業時間、修繕対応時間) 

   ② 漏水等修繕対応の可否（屋内給水装置の修繕、埋設部の修繕、その他） 

③ 対応工事等（「配水管からの分岐～水道メーター」及び「水道メーター～ 

宅内給水装置」の施行の有無） 

（３） 給水装置工事主任技術者等の研修受講実績（過去５年以内） 

①  受講者名 

②  研修会名、実施団体 

③  受講年月日 

（４） 過去１年以内の給水装置工事に主に従事した適切に作業を行うことがで

きる技能を有する者の配置状況 

①  技能を有する者の氏名 

② 配水管への分水栓の取付・せん孔、給水管の接合、いずれの経験も有して 

いるか 

③  資格等を有しているか 

④  保有している資格等 
 
３ 申請手数料（更新）について 

（１）申請手数料（千葉県水道事業給水条例第３０条第１項 別表第２） １万円 

① 千葉県水道事業収入証紙を指定給水装置工事事業者更新申請書（法施行 

規則様式第１(以下「更新申請書」という。)）に貼付してください。 
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４ 申請書類について（法第２５条の２、法施行規則第１８条及び第１９条関連） 

（１）提出書類     

① 更新申請書（別表「機械器具調書」を含む。）に次に掲げる書類を添えて   

提出してください。 

イ 誓約書（法施行規則様式第２） 

ロ 法人にあっては定款又は寄附行為及び登記簿の謄本、個人にあっては 

その住民票の写し 

ハ 事業所ごとに給水装置工事主任技術者として選任されることとなる者の 

免状の写し 

ニ 指定書の写し 

② 確認事項（更新）（様式第２１号）に次に掲げる書類を添えて提出してくだ

さい。 

  また、事業所ごとに業務内容が異なる場合は、別表（様式第２１号関係）

も提出してください。 

イ 指定給水装置工事事業者研修の修了書の写し 

ロ 給水装置工事主任技術者等の研修受講を証明する書類等の写し 

ハ 適切に作業を行うことができる技能を有する者の保有している資格を証明 

する書類等の写し 

（２）その他注意事項 

① 更新申請書の住所及び給水区域で給水装置工事の事業を行う事業所の所在

地の欄は、郵便番号から記入してください。 

② 更新申請書の余白に、住所及び給水区域で給水装置工事の事業を行う事業

所の電話番号及びＦＡＸ番号を記入してください。  
 

５ 申請の受付について                          

（１）申請は、各水道事務所総務課において、原則として開庁日の午前９時から 

午後５時まで受け付けています。（郵送やＦＡＸ、メール等での受け付けは 

原則実施していません。） 
 

６ 標準処理期間 

（１）申請から更新までの標準処理期間は、４０日（営業日）間です。 

（２）上記の期間には、次の期間は含まれませんので注意してください。  

① 申請に不備がある場合に、その補正に要する指導期間等 

② 申請者が申請の内容を変更するのに要した日数 

③ 申請者が他の手続を必要とする場合、その手続に要する日数  
 

７ 指定書の交付及び更新後の公示 

（１）更新された方には、受付した各水道事務所総務課から更新前の指定書と更

新後の指定書を引き換えに交付します。（規程第２条第１項及び第２項） 

（２）更新後遅滞なく当局ウェブサイトへの掲載等により公示します。（規程第４

条第２項） 

（３）指定が失効した事業者は、遅滞なく当局ウェブサイトへの掲載等により公示

します。（規程第４条第３項） 
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■ 指定後の遵守事項 
 
１ 給水装置工事主任技術者の選任・解任（法第２５条の４第１項、第３項及び 

法施行規則第２３条関連） 
（１）指定給水装置工事事業者は、事業所ごとに、次に掲げる職務をさせるため、 

免状の交付を受けている者のうちから、給水装置工事主任技術者を選任しなけ
ればならない。 
① 給水装置工事に関する技術上の管理 
② 給水装置工事に従事する者の技術上の指導監督 
③ 給水装置工事に係る給水装置の構造及び材質が法第１６条の規定に  
基づく政令で定める基準に適合していることの確認 

④ 配水管から分岐して給水管を設ける工事を施行しようとする場合に  
おける配水管の位置の確認に関する連絡調整 

⑤ 法施行規則第３６条第１項第２号に掲げる工事に係る工法、工期その他
工事上の条件に関する連絡調整 

⑥ 給水装置工事（法施行規則第１３条に規定する給水装置の軽微な変更を  
除く。）を完了した旨の連絡 

（２）選任・解任期間（法施行規則第２１条第１項及び第２項関連） 
① 指定を受けた日から２週間以内に選任 
② 給水装置工事主任技術者が、欠けるに至った日から２週間以内に解任 

及び新たに選任 
③ 新規に事業所を追加したときは、追加した日から２週間以内に選任 

なお、給水装置工事主任技術者を選任していない間は給水装置工事を  
施行することはできません。 

（３）届出期間（法第２５条の４第２項関連） 
① 指定給水装置工事事業者は、給水装置工事主任技術者を選任したときは、
遅滞なく、その旨を水道事業者に届け出なければならない。これを解任した
ときも、同様とする。 

（４）届出書類について（法施行規則第２２条関連） 
① 給水装置工事主任技術者選任・解任届出書（法施行規則様式第３）に 
選任の届出の場合にあっては選任した給水装置工事主任技術者の免状の写し
を添付（指定後最初の選任の届出の場合において、指定の申請時に給水装置
工事主任技術者として選任されることとなる者として既に免状の写しを提出
してある場合を除く。）して、提出してください。 

（５）選任時の条件について（法施行規則第２１条第３項関連） 
① 給水装置工事主任技術者の選任を行うに当たっては、一の事業所の給水 
装置工事主任技術者が、同時に他の事業所の給水装置工事主任技術者となら
ないようにしなければならない。ただし、一の給水装置工事主任技術者が 
当該二以上の事業所の給水装置工事主任技術者となってもその職務を行うに
あたって特に支障がないときは、この限りでない。なお、二以上の事業所と
は、Ａ社のＢ事業所とＣ事業所という場合、Ｄ社の事業所とＥ社の事業所と
いう場合がそれぞれ含まれること。 

② 上記について、「その職務を行うに当たって特に支障がないとき」に該当
するかどうかは、法第２５条の４第３項の職務を法施行規則第３６条第１号
及び第６号に基づき遂行できるかどうか等により判断されるものであること。 

（６）届出の受付について 
   ① 届出は、各水道事務所総務課において、原則として開庁日の午前９時 

から午後５時まで受け付けています。（郵送やＦＡＸ、メール等での受け 
付けは原則実施していません。）            
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２ 変更の届出 
（１）変更があった場合に届け出しなければならない事項（法第２５条の７及び 

法施行規則第３４条第１項関連） 
① 事業所の名称 
② 事業所の所在地 
③ 氏名又は名称 
④ 住所 
⑤ 法人にあっては、代表者の氏名 
⑥ 法人にあっては、役員の氏名 
⑦ 給水装置工事主任技術者の氏名 
⑧ 給水装置工事主任技術者の免状の交付番号 
⑨ 新規事業所の追加 
⑩ 事業所の廃止 
⑪ 上記のほか、住所及び給水装置工事の事業を行う事業所の電話番号及び 

ＦＡＸ番号が変更となった場合もお知らせください。 
（２）届出期間（法施行規則第３４条第２項関連） 

① 当該変更のあった日から３０日以内 
（３）届出書類について（法施行規則第３４条第２項関連） 

① 指定給水装置工事事業者指定事項変更届出書（法施行規則様式第１０） 
② （１）のうち、③から⑤の場合にあっては、上記届出書に法人にあって

は定款又は寄附行為及び登記簿の謄本、個人にあってはその住民票の写し、
指定書の写しを添えて提出してください。 

③ （１）のうち、⑥の場合にあっては、（⑤の場合において、役員でなかっ
た者が新たに役員となった場合を含む）上記届出書に次に掲げる書類を添
えて提出してください。 
イ 登記簿の謄本 
ロ 誓約書（法施行規則様式第２） 

（４）届出の受付について 
 ① 届出は、各水道事務所総務課において、原則として開庁日の午前９時から

午後５時まで受け付けています。（郵送やＦＡＸ、メール等での受け付けは   
原則実施していません。） 

 
３ 業務内容変更の届出 
（１）変更があった場合に届け出しなければならない事項 

① 休業日 
② 営業時間 
③ 修繕対応時間 
④ 漏水等修繕対応の可否 
⑤ 対応工事等 

（２）届出期間 
① 当該変更があった場合は、遅滞なく、その旨を水道事業者に届け出して 
ください。 

（３）届出書類について 
① 業務内容変更届出書（様式第２２号）を提出してください。 

（４）届出の受付について 
 ① 届出は、各水道事務所総務課において、原則として開庁日の午前９時から

午後５時まで受け付けています。（郵送やＦＡＸ、メール等での受け付けは
原則実施していません。） 
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４ 廃止等の届出 

（１）届け出なければならないとき（法第２５条の７関連） 

① 事業を廃止したとき 

② 事業を休止したとき 

③ 事業を再開したとき 

（２）届出期間（法施行規則第３５条関連） 

① 廃止又は休止の場合 当該廃止又は休止の日から３０日以内 

② 再開の場合 当該再開の日から１０日以内 

（３）届出書類について（法施行規則第３５条及び規程第２条第２項及び第３項 

関連） 

① 指定給水装置工事事業者廃止・休止・再開届出書（法施行規則様式第１１）

に指定書を添えて（再開の場合を除く）提出してください。 

（４）届出の受付について 

① 届出は、各水道事務所総務課において、原則として開庁日の午前９時から   

午後５時まで受け付けています。（郵送やＦＡＸ、メール等での受け付けは   

原則実施していません。） 

（５）指定書の返還（規程第２条第４項関連） 

① 再開の届出にあっては、届出後速やかに指定書を返還します。 
         

５ 事業の基準 

（１）事業の運営の基準（法第２５条の８及び法施行規則第３６条関連） 

指定給水装置工事事業者は、次に掲げる事業の運営に関する基準に従い、 

適正な給水装置工事の事業の運営に努めなければならない。 

① 給水装置工事（法施行規則第１３条に規定する給水装置の軽微な変更を除

く。）ごとに、法第２５条の４第１項の規定により選任した給水装置工事主

任技術者のうちから、当該工事に関して法第２５条の４第３項各号に掲げる

職務を行う者を指名すること。 

② 配水管から分岐して給水管を設ける工事及び給水装置の配水管への取付口

から水道メーターまでの工事を施行する場合において、当該配水管及び他の

地下埋設物に変形、破損その他の異常を生じさせることがないよう適切に作

業を行うことができる技能を有する者（水道事業者等によって行われた試験

や講習により資格を与えられた配管工、職業能力開発促進法第６２条に規定

する配管技能士、同法第２４条に規定する都道府県知事の認定を受けた職業

訓練校の配管科の課程の修了者等が想定される）を従事させ、又はその者に

当該工事に従事する他の者を実地に監督させること。 

 



8 

 

③ 水道事業者の給水区域において前号に掲げる工事を施行するときは、あら

かじめ当該水道事業者の承認を受けた工法、工期その他の工事上の条件に 

適合するように当該工事を施行すること。 

④ 給水装置工事主任技術者及びその他の給水装置工事に従事する者の給水 

装置工事の施行技術の向上のために、研修の機会を確保するよう努めること。 

⑤ 次に掲げる行為を行わないこと。                  

イ 法施行令第５条に規定する基準に適合しない給水装置を設置すること。 

ロ 給水管及び給水用具の切断、加工、接合等に適さない機械器具を使用す

ること。 

⑥ 施行した給水装置工事（法施行規則第１３条に規定する給水装置の軽微な

変更を除く。）ごとに、①の規定により指名した給水装置工事主任技術者に

次の各号に掲げる事項に関する記録を作成させ、当該記録をその作成の  

日から３年間保存すること。 

イ 施主の氏名又は名称 

ロ 施行の場所 

ハ 施行完了年月日 

ニ 給水装置工事主任技術者の氏名 

ホ 竣工図 

ヘ 給水装置工事に使用した給水管及び給水用具に関する事項 

ト 法第２５条の４第３項第３号の確認の方法及びその結果  

 

６ その他の遵守事項 

（１）給水装置工事主任技術者の立会い（法第２５条の９関連） 

  指定給水装置工事事業者は、水道事業者が法第１７条第１項の規定による

給水装置の検査を行う場合において、水道事業者から当該給水装置工事を 

施行した事業所に係る給水装置工事主任技術者を検査に立ち会わせることを

求められたときは、正当な理由なくこれを拒むことはできない。 

（２）報告又は資料の提出（法第２５条の１０及び規程第６条関連） 

指定給水装置工事事業者は、水道事業者から給水区域において施行した  

給水装置工事に関し必要な報告又は資料の提出を求められたときは、正当な

理由なくこれを拒むことはできない。 

① 指定給水装置工事事業者は、給水装置の修繕に係る工事を施行したときは、

直ちに給水装置修繕報告書を局長に提出しなければならない。 

② 上記の規定にかかわらず、指定給水装置工事事業者は、使用水量に影響の

ない給水装置の修繕に係る工事を施行したときは、給水装置修繕報告書を  

工事を施行した月の翌月十日までに局長に提出しなければならない。 
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■ 指定給水装置工事事業者の処分 

 

１ 指定の取消し又は停止（法第２５条の１１及び規程第３条関連） 

（１）指定給水装置工事事業者は、次に掲げる事項のいずれかに該当するときは、

指定を取り消され、又は指定を停止されることがある。 

① 法第２５条の３第１項各号に適合しなくなったとき。 

② 法第２５条の４第１項又は第２項の規定に違反したとき。 

③ 法第２５条の７の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をしたとき。 

④ 法第２５条の８に規定する給水装置工事の事業の運営に関する基準に従っ

た適正な給水装置工事の事業の運営をすることができないと認められる 

とき。 

⑤ 法第２５条の９の規定による局長の求めに対し、正当な理由なくこれに 

応じないとき。 

⑥ 法第２５条の１０の規定による局長の求めに対し、正当な理由なくこれに

応じず、又は虚偽の報告若しくは資料の提出をしたとき。 

⑦ その施行する給水装置工事が水道施設の機能に障害を与え、又は与える 

おそれが大であるとき。 

⑧ 不正な手段により指定を受けたとき。 

 

 ※指定給水装置工事事業者の処分に係る関係法令（Ｐ１０,１１）参照。 
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【指定給水装置工事事業者の処分に係る関係法令】   

○水道法                      

第２５条の３（指定の基準） 

 水道事業者は、第１６条の２第１項の指定の申請をした者が次の各号のい

ずれにも適合していると認めるときは、同項の指定をしなければならない。 

一 事業所ごとに、次条第一項の規定により給水装置工事主任技術者とし

て選任されることとなる者を置く者であること。 

二 厚生労働省令で定める機械器具を有する者であること。 

三 次のいずれにも該当しない者であること。 

イ 心身の故障により給水装置工事の事業を適正に行うことができない者

として厚生労働省令で定めるもの 

ロ 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

ハ この法律に違反して、刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を

受けることがなくなった日から２年を経過しない者 

二 法第２５条の１１第１項の規定により指定を取り消され、その取消し

の日から２年を経過しない者 

ホ その業務に関し不正又は不誠実な行為をするおそれがあると認めるに

足りる相当の理由がある者 

へ 法人であって、その役員のうちにイからホまでのいずれかに該当する

者があるもの  

２ 水道事業者は、第１６条の２第１項の指定をしたときは、遅滞なく、その旨

を一般に周知させる措置をとらなければならない。 

 

第２５条の４（給水装置工事主任技術者） 

   指定給水装置工事事業者は、事業所ごとに、第３項各号に掲げる職務をさ

せるため、厚生労働省令で定めるところにより、給水装置工事主任技術者免

状の交付を受けている者のうちから、給水装置工事主任技術者を選任しなけ

ればならない。 

２ 指定給水装置工事事業者は、給水装置工事主任技術者を選任したときは、遅

滞なく、その旨を水道事業者に届け出なければならない。これを解任したとき

も、同様とする。 

３ 給水装置工事主任技術者は、次に掲げる職務を誠実に行わなければならな

い。 

一 給水装置工事に関する技術上の管理 

二 給水装置工事に従事する者の技術上の指導監督 

三 給水装置工事に係る給水装置の構造及び材質が第１６条の規定に基づく政

令で定める基準に適合していることの確認 

四 その他厚生労働省令で定める職務 

４ 給水装置工事に従事する者は、給水装置工事主任技術者がその職務として行

う指導に従わなければならない。 
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第２５条の７（変更の届出等） 

   指定給水装置工事事業者は、事業所の名称及び所在地その他厚生労働省令

で定める事項に変更があつたとき、又は給水装置工事の事業を廃止し、休止

し、若しくは再開したときは、厚生労働省令で定めるところにより、その旨

を水道事業者に届け出なければならない。 

 

第２５条の８（事業の基準） 

    指定給水装置工事事業者は、厚生労働省令で定める給水装置工事の事業の

運営に関する基準に従い、適正な給水装置工事の事業の運営に努めなければ

ならない。 

 

第２５条の９（給水装置工事主任技術者の立会い） 

   水道事業者は、第十七条第一項の規定による給水装置の検査を行うとき

は、当該給水装置に係る給水装置工事を施行した指定給水装置工事事業者に

対し、当該給水装置工事を施行した事業所に係る給水装置工事主任技術者を

検査に立ち会わせることを求めることができる。 

 

第２５条の１０（報告又は資料の提出） 

   水道事業者は、指定給水装置工事事業者に対し、当該指定給水装置工事事

業者が給水区域において施行した給水装置工事に関し必要な報告又は資料の

提出を求めることができる。 

 

○千葉県企業局指定給水装置工事事業者規程 

第３条（指定の停止） 

  局長は、指定給水装置工事事業者が法第２５条の１１第１項各号のいずれ

かに該当する場合において、当該指定給水装置工事事業者に特段の事情があ

ると認めるときは、指定の取消しに代えて、六月以内の期間を定めて指定を

停止することができる。 

 


